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８．身体不活動と社会経済的要因との関連：NIPPON DATA2010 

 

研究協力者 炭本 佑佳 (同志社大学大学院スポーツ健康科学研究科 大学院生) 

研究協力者 栁田 昌彦  (同志社大学スポーツ健康科学部 教授) 

研究分担者 奥田 奈賀子 (京都府立大学大学院生命環境科学研究科健康科学研究室 教授) 

研究分担者 西 信雄  (医薬基盤・健康・栄養研究所国際栄養情報センター  センター長) 

研究協力者 中村 好一 (自治医科大学地域医療学センター公衆衛生学部門 教授) 

研究協力者 宮松 直美 (滋賀医科大学看護学科臨床看護学講座 教授) 

研究協力者 中村 幸志 (琉球大学大学院医学研究科 衛生学・公衆衛生学講座 教授) 

研究協力者 宮川 尚子 (慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学 特任助教) 

研究協力者 宮地 元彦 (早稲田大学スポーツ科学学術院 教授) 

研究分担者 門田 文  (滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 准教授) 

研究分担者 大久保 孝義 (帝京大学医学部衛生学公衆衛生学講座 教授) 

研究分担者 岡村 智教 (慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授) 

顧 問    上島 弘嗣  (滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター 特任教授) 

研究分担者 岡山 明  (生活習慣病予防研究センター 代表) 

研究代表者 三浦 克之 (滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 教授) 

NIPPON DATA2010 研究グループ 

 

【目的】 

日本人の代表集団における、1 日の総身体活動量の実態の把握、身体不活動と社会経済的要

因との関連について検討する。 

 

【方法】 

平成 22 年国民健康・栄養調査参加者で、NIPPON DATA2010 の参加に同意し、同年の国民生

活基礎調査と突合した 2,807 人のうち健康上の理由で運動ができない者、90 歳以上、データ欠損

を除いた 2,609 を対象とした。Framingham Study で用いられている physical activity index（PAI) を

身体活動量の指標として、対象者から聴き取った 1 日の強度別身体活動時間から算出した。PAI

を性・年齢階級別に三分位に分け、第 1 三分位を「身体不活動」と定義づけし、従属変数とした。

独立変数を社会経済的要因（就業状況、教育歴、居住状況、等価平均支出)、交絡因子（飲酒習

慣、喫煙習慣、脳卒中/心筋梗塞の既往歴）として、「身体不活動」に対するオッズ比（OR）および

95%信頼区間を、多重ロジスティック回帰分析を用いて算出した。 

 

【結果】 

性・年齢階級別に PAI の中央値をみると、男性では 30～39 歳が 38.6 と最も高く、女性では 40

～49 歳が 38.0 と最も高かった。PAI は、年齢が上がるにつれて減少し、80～89 歳では男性が 30.8、

67



女性が 32.9 で男女とも最も低かった。身体不活動と社会経済的要因との関連については、全ての

性・年齢層で非就労者は就労者に比べて身体不活動に対する OR が有意に高かった〔60 歳未満

男性 3.38 (1.43－7.99)、60 歳未満女性 1.46 (1.04－2.04)、60 歳以上男性 2.17 (1.51－3.14)、60

歳上女性 1.72 (1.15－2.57)〕。居住状況については、配偶者と同居していない 60 歳以上男性、60

歳未満女性は、配偶者と同居している者に比べて身体不活動に対する OR が有意に高かった

〔（60 歳以上男性 1.63 (1.03－2.56)、60 歳未満女性 2.01 (1.37－2.94)〕。 

 

【結論】 

日本人を代表する一般集団の PAI の分布は、男性では 30～39 歳、女性では 40～49 歳で最高

値となり、年齢階級が上がるにつれて低下していき、男女ともに 80～89 歳が最低値となることが確

認された。また、身体不活動と社会経済的要因との関連については、就業状況において「非就労」

が性年齢を問わず身体不活動と有意に関連していた。さらに、居住状況に関しては、「配偶者と同

居していないこと」が身体不活動に関連していたが、性・年齢によって異なることが明らかとなった。 

 

PLoS One. 2021 Jul 15. doi: 10.1371/journal.pone. 
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９．テレビ視聴時間と社会経済的要因との関連：NIPPON DATA2010 

 

研究協力者 炭本 佑佳 (同志社大学大学院スポーツ健康科学研究科 大学院生) 

研究協力者 栁田 昌彦  (同志社大学スポーツ健康科学部 教授) 

研究分担者 奥田 奈賀子 (京都府立大学大学院生命環境科学研究科健康科学研究室 教授) 

研究分担者 西 信雄  (医薬基盤・健康・栄養研究所国際栄養情報センター  センター長) 

研究協力者 中村 好一 (自治医科大学地域医療学センター公衆衛生学部門 教授) 

研究協力者 宮松 直美 (滋賀医科大学看護学科臨床看護学講座 教授) 

研究協力者 中村 幸志 (琉球大学大学院医学研究科 衛生学・公衆衛生学講座 教授) 

研究協力者 宮川 尚子 (慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学 特任助教) 

研究協力者 宮地 元彦 (早稲田大学スポーツ科学学術院 教授) 

研究分担者 門田 文  (滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 准教授) 

研究分担者 大久保 孝義 (帝京大学医学部衛生学公衆衛生学講座 教授) 

研究分担者 岡村 智教 (慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授) 

顧 問    上島 弘嗣   (滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター 特任教授) 

研究分担者 岡山 明  (生活習慣病予防研究センター 代表) 

研究代表者 三浦 克之 (滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 教授) 

NIPPON DATA2010 研究グループ 

 

【目的】 

日本人の代表集団における、テレビ視聴時間の実態の把握、長時間のテレビ視聴と社会経済

的要因との関連について検討する。 

 

【方法】 

平成 22 年国民健康・栄養調査参加者で、NIPPON DATA2010 の参加に同意し、同年の国民生

活基礎調査と突合した 2,807 人のうち、90 歳以上、データ欠損を除いた 2,749 を対象とした。4 時

間以上を「長時間のテレビ視聴」と定義し、従属変数とした。独立変数を社会経済的要因（就業状

況、教育歴、居住状況、等価平均支出）、交絡因子（飲酒習慣、喫煙習慣、運動習慣、脳卒中/心

筋梗塞の既往歴）として、「長時間のテレビ視聴」に対する OR および 95%信頼区間を、多重ロジス

ティック回帰分析を用いて算出した。 

 

【結果】 

テレビ視聴時間の平均値は、2.92 時間、全対象者のうち 29.4％が「長時間のテレビ視聴」であっ

た。長時間のテレビ視聴と社会経済的要因との関連については、男女とも全ての年齢階級におい

て非就労者は就労者に比べて長時間のテレビ視聴に対する OR が有意に高かった〔60 歳未満男

性 3.37 (1.50－7.56)、60 歳未満女性 3.77 (2.43－5.84)、60 歳以上男性 4.77 (3.31－6.88)、60 歳
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以上女性 4.21 (2.65－6.70)〕。また、女性においてのみ教育歴と居住状況が長時間のテレビ視聴

と有意に関連していた。教育歴については、教育を受けた年数が短いほど、長時間のテレビ視聴

に対する OR が高くなることが認められた〔中学校卒業 60 歳未満女性 2.63 (1.21－5.69)、高校卒

業 6 0 歳未満女性 1.72 (1.09－2.71)、中学校卒業 60 歳以上女性 2.34 (1.32－4.16)、高校卒業

60 歳以上 2.00 (1.15－3.49)〕。居住状況については、年齢階級によって関連性が異なり、60 歳未

満女性では配偶者以外と同居している者は、配偶者と同居している者に比べて長時間のテレビ視

聴と有意な関連を示した〔1.95 (1.11－3.41)〕。一方、60 歳以上女性では、独居が長時間のテレビ

視聴と有意に関連していた〔1.84（1.22－2.75）〕。 

 

【結論】 

全対象者のうち約 3 割は４時間以上テレビを視聴しており、年齢階級が上がるにつれて長時間

テレビ視聴している者の割合は高くなっていた。長時間のテレビ視聴時間と社会経済的要因との

関連については、男女とも全ての年齢階級で「非就労」と強く関連していた。教育歴と居住状況に

ついては、女性のみ長時間のテレビ視聴と有意に関連していた。 

 

Environ Health Prev Med. 2021 May 7. doi: 10.1186/s12199-021-00978-6. 
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10．高血圧の指摘や治療の継続状況と野菜摂取量の関連：NIPPON DATA2010  

 

研究協力者 中川  夕美（大阪市立大学大学院生活科学研究科 大学院生） 

研究分担者 由田 克士（大阪市立大学大学院生活科学研究科 教授） 

研究協力者 荒井 裕介（千葉県立保健医療大学健康科学部 准教授） 

研究分担者 尾島 俊之（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 教授） 

研究協力者 藤吉 朗 （和歌山県立医科大学医学部衛生学講座 教授） 

研究協力者 中川 秀昭（金沢医科大学医学部 客員教授） 

研究分担者 奥田奈賀子（京都府立大学大学院生命環境科学研究科健康科学研究室 教授） 

研究協力者 宮川 尚子（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 特任助教） 

研究分担者 門田 文 （滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 准教授） 

研究協力者 近藤 慶子（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 助教） 

研究分担者 岡村 智教（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授） 

研究分担者 大久保孝義（帝京大学医学部衛生学公衆衛生学講座 教授） 

研究分担者 西 信雄 （医薬基盤･健康･栄養研究所国際栄養情報センター  センター長） 

顧 問   上島 弘嗣（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター 特任教授） 

研究分担者 岡山 明 （生活習慣病予防研究センター 代表） 

研究代表者 三浦 克之（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 教授） 

NIPPON DATA80/90/2010 研究グループ 

 

【目的】 

高血圧者に対する食事指導等の介入によって野菜摂取量の増加が認められたとする報告はこれ

までにもあるが、高血圧を指摘されることそれ自体や治療の継続状況と野菜摂取量の関連を検討

した報告はない。そこで、高血圧の指摘や治療の継続状況が、実際の野菜摂取量に影響を与える

のか検討した。 

 

【対象と方法】 

対象は平成 22 年国民健康・栄養調査及び NIPPON DATA2010 の 20 歳以上の参加者を対象とし

た。このうち、これまでに医療機関や健康診査で脳卒中、心筋梗塞、腎臓病または腎機能低下と

指摘されたことはないが、高血圧の指摘を受けている者もしくは高血圧、糖尿病、脂質異常症の

いずれの指摘も受けたことはないが、国民健康・栄養調査の血圧測定値が高血圧（収縮期血圧

140mmHg 以上または拡張期血圧 90mmHg 以上の者と定義）であった高値血圧者の男女 1,004 人を

解析対象とした。野菜摂取量が多いこと（1 日 350 g 以上）をアウトカムとして、高血圧を指摘さ

れることやその後の治療の継続状況（治療継続、治療中断、未治療）との関連をロジスティック

回帰分析にて検討した。 
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【結果】 

野菜摂取量が多いことと高血圧を指摘されることは男女とも有意な関連はなく、野菜を積極的

に摂取しようと心がけることとのオッズ比が男性 1.72 （95%CI: 1.17- 2.53)、女性 1.51 （95%CI: 

1.04- 2.21)と有意な正の関連が認められた。野菜摂取量が多いことと高血圧者における治療の継続

状況では、野菜を積極的に摂取しようと心がけることとのオッズ比が男性 1.69 （95%CI: 1.07- 2.68)

と有意な正の関連、「治療中断」の女性でオッズ比 0.37 （95%CI: 0.15- 0.90) と有意な負の関連が

みられた。 

男女とも野菜の摂取量と高血圧の指摘自体との関連は認められなかったが、女性では治療中断

と負の関連が示唆された。 

 

【結論】 

 医療機関や健診で高血圧の指摘や継続的な治療を受ける人は、野菜を積極的に摂取しようと留

意する意識が高く、その意識が野菜摂取量の増加につながっている可能性が示唆された。 

 

日本循環器病予防学会誌 2022（in press） 
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11．都道府県単位の平均寿命別にみた国民健康・栄養調査結果における生活習慣等

の推移 

 

研究分担者 西 信雄 （医薬基盤･健康･栄養研究所国際栄養情報センター センター長） 

研究協力者 北岡かおり（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 特任助教） 

研究協力者 岡見 雪子（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 特任助教） 

研究協力者 近藤 慶子（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 助教） 

研究協力者 佐田みずき（慶応義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 助教） 

研究分担者 門田 文 （滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 准教授） 

研究協力者 中村美詠子（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 准教授） 

研究分担者 尾島 俊之（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 教授） 

研究分担者 岡村 智教（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授） 

研究分担者 由田 克士（大阪市立大学大学院生活科学研究科 教授） 

研究代表者 三浦 克之（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 教授） 

 

【目的】 

都道府県別の平均寿命の格差について、その要因を断面で検討した研究はいくつかあるが、経

年的に平均寿命と生活習慣等との関連を検討した研究は見当たらない。本研究は、日本国民を代

表する標本による国民健康・栄養調査（国民栄養調査）の約 20 年間のデータ推移分析により、国

民の生活習慣病リスク要因の変化を生態学的研究により明らかにすることを目的とした。 

 

【対象と方法】 

国民健康・栄養調査（国民栄養調査）の 1995-2016 年の結果について、1995-1997 年（1 期）、

1999-2001 年（2 期）、2003-2005 年（3 期）、2007-2009 年（４期）、2012 年（5 期）、2016 年（6 期）

の 14 年分を分析対象とした。2000 年の平均寿命別に都道府県を 4 群に分類し、body mass index

（BMI）、腹囲、歩数、現在習慣的に喫煙している者の割合、現在飲酒者の割合、現在飲酒者にお

ける 1 日あたり平均飲酒量の推移を比較した。これらの数値または割合の比較においては、平均

寿命別の 4 群の平均値の高低について、平均寿命をさらに延伸させると想定される場合を健康増

進性が高いとした。分析対象は 40 歳から 69 歳とし、2010 年の 10 歳階級別人口に基づき年齢調

整した値について、年次推移に関する 6 期（腹囲と飲酒に関する調査項目については 4 期）と平

均寿命による 4 群をもとに二元配置分散分析を行った。 

 

【結果】 

男性の BMI、腹囲、歩数、現在飲酒者における 1 日あたり平均飲酒量と女性の現在習慣的に喫

煙している者の割合において平均寿命別の有意差がみられ、いずれも平均寿命が高い群で健康増
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進性が高い（または平均寿命が低い群で健康増進性が低い）数値または割合を示した。これらの

調査項目については期別でも有意差がみられ、経年的な変化にもかかわらず平均寿命と関連する

可能性が示された。 

 

【考察】 

本研究で分析対象とした調査項目では、いずれも男性が女性より高い値（割合）を示した。現

在習慣的に喫煙している者の割合以外の調査項目では、この男女の値（割合）の差が有意差の出

た項目の男女差につながった可能性がある。 

本研究では、各都道府県の総合的な健康指標として平均寿命を用いたが、生活習慣等について

は対象を 40 歳から 69 歳に限定せざるを得なかった。循環器病を含む非感染性疾患が日本人の主

要な死因であることから、40 歳から 69 歳の生活習慣等が平均寿命と一定程度関連すると仮定し

て今回は分析を行ったが、40 歳平均余命や疾患別の年齢調整死亡率等との関連も今後検討する予

定である。 

 

【結論】 

 国民健康・栄養調査の約 20 年間のデータをもとに都道府県単位の平均寿命別に生活習慣等の推

移を生態学的研究により検討したところ、男性の BMI や腹囲等、女性の現在習慣的に喫煙してい

る者の割合において有意差がみられた。都道府県別の平均寿命の格差を縮小するためには、特に

平均寿命が比較的短い都道府県において生活習慣等を地域レベルで改善することが優先的課題で

あると考えられた。 

 

日本循環器病予防学会誌 2021; 56(3): 258-264 
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12．都道府県単位の平均寿命別にみた国民健康・栄養調査結果における生活習慣の 

推移 

 

研究分担者 西 信雄 （医薬基盤･健康･栄養研究所国際栄養情報センター センター長） 

研究協力者 北岡かおり（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 特任助教） 

研究協力者 近藤 慶子（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 助教） 

研究分担者 門田 文 （滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 准教授） 

研究協力者 中村美詠子（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 准教授） 

研究協力者 佐田みずき（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 助教） 

研究分担者 尾島 俊之（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 教授） 

研究分担者 岡村 智教（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授） 

研究分担者 由田 克士（大阪市立大学大学院生活科学研究科 教授） 

研究代表者 三浦 克之（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 教授） 

 

【目的】 

国民の生活習慣やリスク要因は時代とともに変化しており、地域や世代間の格差が生じると考

えられる。本研究は、日本国民を代表する標本による国民健康・栄養調査（国民栄養調査）の 20

年間のデータ推移分析により、国民の生活習慣の変化、地域格差の要因を明らかにし、生活習慣

病予防のための最新の優先的課題を明らかにすることを目的とした。 

 

【方法】 

1995-2016 年のうち 14 年分（1 期：1995-97 年、2 期：1999-2001 年、３期；2003-5 年、４期 2007-

9 年、５期 2012 年、６期 2016 年）の国民健康・栄養調査（国民栄養調査）の 40-69 歳を分析対象

とした。2000 年の平均寿命別に都道府県を 4 群（平均寿命が高い方から男性：M1-M4、女性：F1-

F4）に分類し、生活習慣（喫煙、飲酒、歩数）の推移を比較した。2010 年の 10 歳階級別人口に基

づき年齢調整した。 

 

【結果】 

男性の喫煙率は 1 期から 6 期まで低下傾向にあり、5 期と 6 期で M1 が低値を示した以外は、4

群間で明らかな差を認めなかった。女性の喫煙率はわずかながら上昇傾向にあり、F4 が他の群と

比較して高い値で推移する傾向を認めた。男性の歩数は減少傾向にあり、M1 が他の群と比較して

高い値で推移する傾向を認めた。女性の歩数は 2 期以降減少傾向にあったが、4 群間で明らかな

差を認めなかった。男性の飲酒者の割合は低下傾向にあり、M4 が高い値で推移する傾向を認め

た。女性の飲酒者の割合は上昇傾向にあったが、4 群間で明らかな差を認めなかった。平均飲酒量

は男女とも、平均寿命の長い群がやや低い値で推移する傾向を認めた。 
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【考察】 

日本国民を代表する標本による国民健康・栄養調査の 20 年間のデータ推移分析により、都道府

県単位の平均寿命別に生活習慣の差を明らかにした。今回の分析では統計学的検定を行っていな

いため、結果は主に推移について記述するに留めた。なお、問診内容の変更により、飲酒につい

ては 6 期を通じての推移を比較することができなかった。 

 

【結論】 

 喫煙や飲酒、身体活動が平均寿命と関連している可能性が示唆された。今後、平均寿命だけで

なく、疾患別の死亡率との関連などを検討する必要がある。 

 

第 57 回日本循環器病予防学会学術集会（2021.5.28～6.15 WEB 開催） 
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13．都道府県単位の平均寿命別にみた国民健康・栄養調査結果における栄養摂取 

状況の推移 

 

研究協力者 北岡かおり（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 特任助教） 

研究分担者 門田 文 （滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 准教授） 

研究協力者 岡見 雪子（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 准教授） 

研究協力者 近藤 慶子（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 助教） 

研究協力者 中村美詠子（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 准教授） 

研究分担者 尾島 俊之（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 教授） 

研究分担者 岡村 智教（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授） 

研究分担者 由田 克士（大阪市立大学大学院生活科学研究科 教授） 

研究分担者 西 信雄 （医薬基盤･健康･栄養研究所国際栄養情報センター センター長） 

研究代表者 三浦 克之（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 教授） 

 

【目的】 

国民の生活習慣やリスク要因は時代とともに変化しており、地域や世代間の格差が生じると考

えられる。本研究は、日本国民を代表する集団である国民健康・栄養調査（国民栄養調査）のデ

ータ推移分析により、都道府県単位の平均寿命別に栄養摂取状況の差を明らかにし、生活習慣病

予防のための最新の優先的課題を明らかにすることを目的とした。 

 

【方法】 

1995-2016 年のうち 14 年分（1 期：1995-97 年、2 期：1999-2001 年、３期；2003-5 年、４期 2007-

9 年、５期 2012 年、６期 2016 年）の国民健康・栄養調査（国民栄養調査）の 40-69 歳を分析対象

とした。2000 年の平均寿命別に都道府県を 4 群（平均寿命が高い方から男性：M1-M4、女性：F1-

F4）に分類し、身体計測値、栄養摂取状況（食品群分類が共通である 2001 年以降）の推移を検討

した。2010 年の 10 歳階級別人口に基づき年齢調整した。 

 

【結果】 

BMI（kg/m2）は 1 期から 6 期まで男性は増加、女性は低下傾向、男性６期は M1: 23.9、M4: 24.5、

差が 0.6 であったのに対し、女性６期は差がなかった。エネルギー（kcal/日）、炭水化物（g/日）、

食塩相当量（g/日）は 2 期から 6 期まで男女ともに低下傾向にあり、平均寿命による比較では、明

らかな差を認めなかった。女性は平均寿命の長い群は、他の群と比較して、総脂質（g/日）、動物

性脂質（g/日）、飽和脂肪酸（g/日）がやや低い値で推移する傾向を認めた。また、女性は平均寿

命の長い群は、他の群と比較して、たんぱく質・脂質エネルギー比率がやや低い値で推移し、炭

水化物エネルギーは高い値で推移する傾向を認めた。食品群別の比較では、女性は平均寿命の長
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い群は、他の群と比較して野菜類（g/日）が高値で推移していたが、果物は 2 期から 6 期まで男女

ともに低下傾向にあり、平均寿命による比較では、明らかな差を認めなかった。 

 

【考察】 

日本国民を代表する標本による国民健康・栄養調査の 20 年間のデータ推移分析により、都道府

県単位の平均寿命別に身体計測値、栄養摂取状況の差を明らかにした。今回の分析では統計学的

検定を行っていないため、結果は主に推移について記述するに留めた。 

 

【結論】 

 平均寿命に影響を与える BMI、栄養摂取状況は、性別により異なる可能性が示唆された。今

後、平均寿命だけでなく、疾患別の死亡率との関連などを検討する必要がある。 
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14．都道府県単位の平均寿命別にみた国民健康・栄養調査結果における高血圧の推移 

 

研究協力者 佐田みずき（慶応義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 助教） 

研究分担者 岡村 智教（慶応義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授） 

研究分担者 西 信雄 （医薬基盤･健康･栄養研究所国際栄養情報センター センター長） 

研究分担者 門田 文 （滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 准教授） 

研究協力者 中村美詠子（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 准教授） 

研究協力者 近藤 慶子（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 助教） 

研究協力者 北岡かおり（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 特任助教） 

研究分担者 尾島 俊之（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 教授） 

研究分担者 由田 克士（大阪市立大学大学院生活科学研究科 教授） 

研究代表者 三浦 克之（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 教授） 

 

【目的】 

循環器疾患の主要なリスク因子である高血圧は、時代とともにその有病率が変化しており、さ

らに治療率や管理率には地域や世代間の格差が生じると考えられる。本研究では、日本国民を代

表する標本による国民健康・栄養調査（国民栄養調査）のデータを用いて、都道府県単位の平均

寿命別に高血圧の有病率、治療率、及び管理率の約 20 年間の推移を明らかにし、生活習慣病予防

のための最新の優先的課題を明らかにすることを目的とした。 

【対象と方法】 

1995-2016 年（1 期: 1995-1997 年、2 期: 1999-2001 年、3 期: 2003-2005 年、4 期: 2007-2009 年、

5 期: 2012 年、6 期: 2016 年）の国民健康・栄養調査（国民栄養調査）の 40-69 歳を分析対象とし、

2000 年の平均寿命別に都道府県を 4 群（平均寿命が高い方から男性: M1-M4、女性: F1-F4）に分

類した。高血圧の有病率、治療率、管理率（有病者のうち）について、2010 年の 10 歳階級別人口

に基づき年齢調整し、年次推移に関する 6 期と平均寿命による 4 群をもとに二元配置分散分析を

行った。 

【結果】 

男女ともに、1 期から 6 期にかけて高血圧の有病率は減少傾向であり、治療率及び管理率はい

ずれも増加傾向であった。男性において、有病率は平均寿命と有意な関連があり（p<0.001）、平均

寿命の長い群が低い値で推移していた（M4: 58.6%, 59.4%, 55.4%, 60.8%, 59.5%, 59.6%, M1: 55.3%, 

55.7%, 50.0%, 53.3%, 54.6%, 52.3%）。治療率は統計学的な有意差はないものの（p=0.230）、平均寿

命の長い群が低い値で推移する傾向があった（M4: 25.8%, 31.4%, 27.7%, 39.9%, 34.9%, 46.4%, M1: 

26.1%, 27.0%, 28.0%, 32.9%, 36.7%, 38.4%）。管理率では明らかな差は認めなかった（p=0.942）。女

性では、有病率、治療率、管理率のいずれにおいても明らかな差は認めなかった(それぞれ、p=0.057, 

p=0.889, p=0.527)。 
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15．都道府県単位の平均寿命別にみた国民健康・栄養調査結果における 

総コレステロールと HbA1c の推移 

 

研究協力者 中村美詠子（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 准教授） 

研究分担者 尾島 俊之（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 教授） 

研究分担者 西 信雄 （医薬基盤･健康･栄養研究所国際栄養情報センター センター長） 

研究分担者 門田 文 （滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 准教授） 

研究協力者 佐田みずき（慶応義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 助教） 

研究協力者 近藤 慶子（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 助教） 

研究協力者 北岡かおり（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 特任助教） 

研究分担者 岡村 智教（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授） 

研究分担者 由田 克士（大阪市立大学大学院生活科学研究科 教授） 

研究代表者 三浦 克之（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 教授） 

 

【目的】 

脂質異常や血糖異常は、生活習慣病死亡の重要なリスク要因であり、地域格差の長期的な変化

をみながら対策を行う必要がある。本研究は、日本国民を代表する集団である国民健康・栄養調

査（国民栄養調査）のデータを用いて、総コレステロール、ヘモグロビン A1c の約 20 年間の推移

について、都道府県別、平均寿命別に観察し、生活習慣病予防のための最新の優先的課題を明ら

かにすることを目的とした。 

 

【対象と方法】 

統計法規定に基づき国民健康・栄養調査（国民栄養調査）データの使用申請を行い、 14 年分の

データ（1 期：1995-1997 年、2 期：1999-2001 年、3 期；2003-2005 年、4 期 2007-2009 年、5 期 2012

年、6 期 2016 年）を入手した。本研究では、1-6 期の総コレステロール値（total cholesterol: TC）、

3-6 期のヘモグロビン A1c 値（Hemoglobin A1c: HbA1c）について検討した。3-5 期の HbA1c 値

（JDS 値）は、次式により NGSP 値に換算した。 JDS 値=1.02*JDS 値+0.25 

40-69 歳を分析対象とした。2000 年の平均寿命別に都道府県を 4 群（平均寿命が高い方から男

性：M1-M4、女性：F1-F4）に分類し、2010 年の 10 歳階級別人口に基づき年齢調整した。 

以下について検討を行った。 

① TC、HbA1c の平均値の推移について回帰式を求めて検討した。 

② 都道府県別に、性・年齢階級（40-49 歳、50-59 歳、60-69 歳）別の TC、HbA1c の平均値を求

め、2010 年の都道府県別 10 歳年齢階級別人口を用いて年齢を調整した。地理情報分析支援シス

テム MANDARA10 を用いて、 TC、HbA1c の都道府県別年齢調整平均値を日本地図上に 4 分位で

塗り分けて、その推移を検討した。 
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③ 平均寿命 4 群別の TC、HbA1c の年齢調整平均値の推移を検討した。 

 

【結果】 

 TC の平均値は低下傾向（2016 年は若干増加）、HbA1c の平均値は横ばい傾向であった（結果図

①－AB）。 

 

 都道府県別推移では、TC 高値の地域は都市圏から全国に広がる傾向を示し（結果図②－AB）、

HbA1c 高値の地域は男性では東北～中部日本海側、女性では東北に集約する傾向がみられた（結

果図②－CD）。 
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 平均寿命４群別推移では、男女ともに TC、HbA1c は全体として一定の傾向を示さなかった。し

かし、男性 M4 群の TC 値は上昇傾向、女性 F1 群の TC 値は低値を示した（2・5 期を除く）。男性

6 期の TC 値は 202.0-206.2mg/dl（差 4.2mg/dl）であったのに対し、女性 6 期の TC 値は 213.1-

214.8mg/dl（差 1.7mg/dl）と差が小さかった。HbA1c 値は男性 M4 群で下降傾向を示し、女性の F1・

2 群は F3・4 群より低い傾向を示した。HbA1 値の 4 群の差は男女ともに 1 期と比べ 6 期で縮小傾

向を示した（男性 1 期 5.72-5.83％[差 0.11%]、6 期 5.71-5.77％[差 0.06%]、女性 1 期 5.65-5.76％[差

0.11%]、6 期 5.65-5.69%[差 0.04%]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【結論】 

 男性の TC 値は直近の 6 期においても都道府県差が大きく、対策が優先される課題の一つと考

えられる。特に TC 高値の地域は都市圏以外に広がっており、対策強化の必要性が推定された。 
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16．平均寿命の都道府県格差に対する年代層・死因の関連 

 

研究分担者 尾島 俊之（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 教授） 

研究協力者 中村美詠子（浜松医科大学医学部健康社会医学講座 准教授） 

研究分担者 西 信雄 （医薬基盤･健康･栄養研究所国際栄養情報センター センター長） 

研究分担者 門田 文 （滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 准教授） 

研究協力者 佐田みずき（慶応義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 助教） 

研究協力者 近藤 慶子（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 助教） 

研究協力者 北岡かおり（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 特任助教） 

研究分担者 岡村 智教（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授） 

研究分担者 由田 克士（大阪市立大学大学院生活科学研究科 教授） 

研究代表者 三浦 克之（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 教授） 

 

【目的】 

健康日本 21（第 2 次）において健康寿命の都道府県格差の縮小が目標のひとつとなっている。

健康寿命の基礎となる平均寿命について、都道府県格差に対する年代層や死因の関連を明らかに

することを目的とした。 

 

【対象と方法】 

2015（平成 27）年都道府県別生命表及び人口動態統計特殊報告の都道府県別年齢調整死亡率（及

び人口 10 万対年齢 5 歳階級別死亡率）を基礎データとして用いた。平均寿命と各年代層の関連に

ついては、例えば、40～64 歳の死亡を反映した平均寿命は、各都道府県の年齢階級別死亡率につ

いて、40～64 歳は各都道府県の値を、それ以外の年齢層は全国の値を用いて、Chang による年齢

5 歳階級別の簡略生命表を用いて平均寿命の算定を行って検討した。都道府県別平均寿命と、死

因別年齢調整死亡率、各年代層の死亡を反映した平均寿命との相関分析を行い、決定係数（相関

係数の 2 乗）を算定した。なお、心疾患と脳血管疾患を合計したものを循環器疾患とした。 

 

【結果】 

都道府県別の平均寿命と、各年代層の死亡を反映した平均寿命との決定係数について、0～39 歳

は男 0.278、女 0.177、40～64 歳は男 0.780、女 0.498、65 歳以上は男 0.759、女 0.606 であった。死

因別年齢調整死亡率との決定係数について、悪性新生物は男0.607、女0.347、循環器疾患は男0.362、

女 0.500、循環器疾患のうち心疾患は男 0.114、女 0.253、脳血管疾患は男 0.421、女 0.291 であっ

た。 
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【考察】 

平均寿命の都道府県格差には、40～64 歳と、65 歳以上の死亡状況が概ね同程度関連していた。

一方で、0～39 歳の死亡状況との関連は低かった。また、死因別年齢調整死亡率との分析では、男

の脳卒中の関連は一定程度強く、女においては心疾患を合わせた循環器疾患との関連が強かった。

また、男において悪性新生物との関連が強かった。 

 

【結論】 

平均寿命について、都道府県格差に対する関連として年代層では 65 歳以上だけでなく、40～64

歳の死亡状況との関連が、死因としては悪性新生物及び循環器疾患との関連が明らかとなった。 
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17．日本人高齢者における高次生活機能と長期生命予後との関係：NIPPON DATA90 

 

研究協力者 永田 英貴（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 大学院生） 

研究代表者 三浦 克之（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 教授） 

研究協力者 田中佐智子（京都大学大学院医学研究科デジタルヘルス学講座 特定教授） 

研究分担者 門田 文 （滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 准教授） 

研究分担者 早川 岳人（立命館大学衣笠総合研究機構地域健康社会学研究センター 教授） 

研究協力者 近藤 慶子（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 助教） 

研究協力者 藤吉 朗 （和歌山県立医科大学医学部衛生学講座 教授） 

研究協力者 高嶋 直敬（近畿大学医学部公衆衛生学教室 准教授） 

研究分担者 喜多 義邦（敦賀市立看護大学看護学部看護学科 教授） 

研究分担者 岡山 明 （合同会社生活習慣病予防研究センター 代表） 

研究分担者 岡村 智教（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授） 

顧 問   上島 弘嗣（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター 特任教授） 

NIPPON DATA90 研究グループ 

 

【目的】本研究の目的は日本を代表する高齢の男性および女性における高次生活機能と長期の死

亡リスクとの関係を調査すること。 

【対象と方法】NIPPON DATA90 にて、1995 年に基本的 ADL（Activities of Daily Living）が自立し

ている 65 歳以上の高齢者 1824 名を対象に、2010 年までの調査結果を踏まえて死亡リスクを検討

した。高次生活機能は Tokyo Metropolitan Institute of Gerontology Index of Competence （TMIG-IC）

を用いて評価し、サブスケール 3 つ（手段的 ADL、知的活動、社会的役割）も踏まえて得点を算

出した。死亡は全死亡、死因別死亡（心血管疾患、脳卒中、悪性腫瘍、肺炎）とし、高次生活機能

と死亡リスクの関係はコックス比例ハザードモデルを用いて検討し、調整ハザード比（HR）およ

び 95%信頼区間（CI）にて比較検討を行った。 

【結果】平均追跡期間 12.2 年、全死亡 836 名（45.8%）であった。高次生活機能の低下は統計学的

有意に全死亡リスク上昇と関係していた（HR 1.37, 95% CI 1.13－1.65）。また、社会的役割の低下

と全死亡リスクの上昇においても有意差が認められた。性別の交互作用は手段的 ADL および知的

活動において統計学的有意差が認められた （p = 0.008, p = 0.004）。男性では社会的役割の低下 (HR 

1.38, 95% CI 1.13–1.68)、女性では手段的 ADL の低下（HR 1.50, 95% CI 1.15–1.95）および知的活動

の低下（HR 1.46, 95% CI 1.19–1.79）は統計学的有意に全死亡リスクの上昇と関係していた。死因

別死亡リスクにおいても全死亡リスクと同様の傾向が認められた。 

【考察】本研究では、（1）高次生活機能の低下は基本的 ADL が自立している高齢者の全死亡リス

クを 37%上昇させ、（2）男性では社会的役割の低下は全死亡リスクを 38%上昇させ、（3）女性で

は手段的 ADL および知的活動の低下は全死亡リスクをそれぞれ 50%、46%上昇させ、（4）高次生

活機能の低下や手段的 ADL、知的活動、社会的役割の低下は心血管疾患、脳卒中、悪性腫瘍、肺
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炎のいずれの死亡リスク上昇とも関係し、性差など、その傾向は疾患を問わず同様なものである

ことが明らかとなった。したがって、基本的 ADL が自立している高齢者において、高次生活機能

を評価することは死亡リスクの早期発見および介入が必要な対象を明確にする方策として有用と

思われた。 

【結論】基本的 ADL が自立した高齢者において、高次生活機能の低下は死亡リスク上昇と関連す

る独立した因子である。特に、男性では社会的役割の低下、女性では手段的 ADL および知的活動

の低下は死亡リスク上昇と関係していた。 

 

J Epidemiol. 2021 Jul 10. doi: 10.2188/jea.JE20210077. Online ahead of print.   
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18．一般日本人集団における下肢骨折の予測因子：NIPPON DATA90  

 

研究協力者 齋藤 祥乃（藍野大学医療保健学部看護学科 教授） 

研究協力者 有馬 久富（福岡大学医学部衛生・公衆衛生学教室 教授） 

研究分担者 早川 岳人（立命館大学衣笠総合研究機構地域健康社会学研究センター 教授） 

研究協力者 高嶋 直敬（近畿大学医学部公衆衛生学教室 准教授） 

研究分担者 喜多 義邦（敦賀市立看護大学看護学部看護学科 教授） 

研究分担者 奥田奈賀子（京都府立大学大学院生命環境科学研究科健康科学研究室 教授） 

研究協力者 藤吉 朗 （和歌山県立医科大学医学部衛生学講座 教授） 

研究協力者 岩堀 敏之（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 客員准教授） 

研究協力者 宮川 尚子（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 特任助教） 

研究協力者 近藤 慶子（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 助教） 

研究協力者 鳥居さゆ希（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター予防医学部門 特任助教） 

研究分担者 門田 文 （滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 准教授） 

研究分担者 大久保孝義（帝京大学医学部衛生学公衆衛生学講座 教授） 

研究分担者 岡山 明 （生活習慣病予防研究センター 代表） 

研究分担者 岡村 智教（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授） 

顧 問   上島 弘嗣（滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター 特任教授） 

研究代表者 三浦 克之（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 教授） 

NIPPON DATA90 研究グループ 

 

【目的】 

 本研究では，日本全国の地域から得られた日本人の一般住民を対象とした長期コホート

研究において，部位ごとの下肢骨折の発生率と危険因子との関連を検討した。 

 

【対象と方法】 

無作為に抽出された日本全国 300 地区の一般住民を対象として，1990 年に実施された循

環器疾患基礎調査と国民栄養調査の長期コホート研究である NIPPON DATA90 の対象者の

うち，1995 年，2000 年，および/または 2006 年に 65 歳に達した対象者 3,134 人（女性

1,827 人，男性 1,307 人）を 16 年間追跡した。アウトカムは，下肢骨折（大腿骨近位部骨

折を含む）の部位と発症までの期間とした。下肢骨折の有無は，1995 年，2000 年，2006

年の 3 回にわたり保健師による家庭訪問の直接聞き取りで調査した。また，栄養素摂取量

は，国民栄養調査のデータから比例案分法を用いて個人の摂取量を推定した。Cox 比例ハザ

ードモデルを用いて，性別，年齢，地域，BMI，喫煙状況，アルコール摂取，身体活動，食

事因子を交絡因子として調整し，分析項目（カテゴリー変数もしくは連続変数は 1SD 毎に）

の多変量調整ハザード比を算出した。 

 

【結果】 

 ベースライン時の平均年齢は，女性で 63.8 歳，男性で 63.1 歳，BMI は，女性で 23.3 kg 
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/ m2，男性で 22.9 kg / m2であった。12.1 年間の平均追跡期間中に，合計 271 例の下肢骨

折が観察された。女性では，年齢，BMI の低下，野菜の摂取量の減少が大腿骨近位部骨折

の増加と関連していた。また，全下肢骨折の結果に関しては，定期的な運動が全下肢骨折の

増加と関連していた。カルシウム摂取量については，大腿骨近位部骨折および全下肢骨折と

もに有意な関連を認めなかった。男性では，年齢が大腿骨近位部骨折および全下肢骨折とも

に有意な関連を認めた。総エネルギーは大腿骨近位部骨折のみに有意な関連を認めた。 

 

【考察】 

BMI <20 kg / m2は，女性の大腿骨近位部骨折の増加と関連していた。この結果は，先行

研究でも同様の結果がみられた。低 BMI と大腿骨近位部骨折との関連の根底にあるメカニ

ズムは明らかではない。しかし，極端なるい痩は，BMD，筋肉量，および/または股関節の

皮下脂肪組織の低下に関連している可能性があり，転倒のリスクの増加および大腿骨への

ショックに対する保護の低下に関連している可能性が推察される。これらのメカニズムは

また，骨が外部の衝撃に直接さらされる膝やつま先など，下肢の他の場所での BMI と骨折

との間に明確な関連性がないことを示唆している可能性がある。男性では，BMI が高いほ

ど，大腿骨近位部骨折のリスクが高くなる傾向があった。この性差は，性別による脂肪分布

の違いが原因である可能性がある。男性は女性に比べて腹部の皮下脂肪がつきやすく，転倒

時の保護力は増強しないが，過度の腹部の皮下脂肪はバランスを崩し，転倒しやすいことが

原因と推察する。 

女性では，大腿骨近位部骨折および全下肢骨折は，ベースラインでの野菜の摂取量が高い

女性では有意に低かった。同様の知見は，野菜の摂取量と前腕骨折と大腿骨近位部骨折の間

の関連を報告したいくつかの症例対照研究がある。骨形成を促進し，オステオカルシンのγ

カルボキシル化を通じて骨の強度を増加させるビタミン K を野菜より摂取することによる

と考えられる。野菜からのカリウム，マグネシウム，ホウ素の摂取量の増加は，骨芽細胞機

能と骨形成が強化され，破骨細胞活性および骨損失が増加するアルカリ環境に身体を移動

させるからと考えられる。いくつかの先行研究では，下肢骨折の予防に対する定期的な身体

活動による保護効果を報告しているが，本研究では，定期的な身体活動は，女性における全

下肢骨折の増加と関連していた。過度の運動は転倒を生じ，骨折の引き金となることが推察

される。 

 

【結論】 

 日本人を代表する一般集団において，年齢は，男性と女性の両方において，大腿骨近位部

骨折と全下肢骨折の重要な危険因子であった。さらに女性においては，低 BMI は，大腿骨

近位部および全下肢骨折の増加と関連していた。野菜の摂取量の低下は、大腿骨近位部骨折

の増加に関連していた。 

 

PLoS One. 2022 Feb 2;17(2):e0261716. doi: 10.1371/journal.pone.0261716.  
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19．日本人一般集団における慢性腎臓病と貧血の心血管死亡率への関連： 

NIPPON DATA90 

 

研究協力者 久保 浩太（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 大学院生） 

研究分担者 岡村 智教（慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授） 

研究協力者 杉山 大典（慶應義塾大学看護医療学部 教授） 

研究協力者 久松 隆史（岡山大学大学院医歯薬学総合研究科公衆衛生学分野 准教授） 

研究分担者 門田 文 （滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 准教授） 

研究協力者 近藤 慶子（滋賀医科大学NCD 疫学研究センター予防医学部門 助教） 

研究分担者 早川 岳人（立命館大学衣笠総合研究機構地域健康社会学研究センター 教授） 

研究分担者 岡山 明 （合同会社生活習慣病予防研究センター 代表） 

研究代表者 三浦 克之（滋賀医科大学社会医学講座公衆衛生学部門 教授） 

顧 問   上島 弘嗣（滋賀医科大学NCD 疫学研究センター 特任教授） 

NIPPON DATA90 研究グループ 

 

【背景】 

慢性腎臓病（CKD）は心血管疾患（CVD）の危険因子である。一般的に貧血を伴う腎不全は重症とされ

るが、一般集団のCKD でのリスクについて、貧血の有無で層別化してみた研究は少ない。CKD と貧血

の管理は公衆衛生上の重要な問題である。本研究では日本人一般集団における CKD との貧血の有無に

よるCVD 死亡との関連を検討した。 

 

【方法】 

1990 年に実施された循環器疾患基礎調査の追跡研究であるNIPPON DATA90 の参加者 8,383 名のうち追

跡不能や心血管疾患の既往有、欠損値がある者を除外した年齢 30 歳以上の 7,339 人を解析対象とし、25

年間生死と死因を追跡した。CKD（eGFR<60 若しくは蛋白尿 1+以上）と貧血（男性：ヘモグロビン（Hb）

＜13（g/dl）、女性：Hb＜12（g/dl））の有無によって 4 群に分類した。eGFR は Jaffe 法で測定されている

ため、酵素法に換算したのち、日本腎臓学会の eGFR 推算式で求めた。Cox 比例ハザードモデルを用い

て、各群におけるCVD 死亡ハザード比（HR）を算出し、調整変数は年齢、BMI、高血圧、糖尿病、脂

質異常症、喫煙習慣、飲酒習慣とした。 

 

【結果】 

25 年間の追跡期間中、637 名が CVD により死亡した。非 CKD かつ非貧血群を基準とした場合の CVD

死亡のハザード比（HR）は、男性では、CKD のみで 1.27（95％CI：1.06-1.53）、貧血のみで 1.59（95％

CI：1.34-1.90）、両方で 2.60（95％CI：1.80-3.76）であった。女性では、CKD のみで 1.42（95％CI：1.19-

1.69）、貧血のみで 1.08（95％CI：0.99-1.18）、両方で 2.00（95％CI：1.54-2.60）であった。 
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【考察】 

欧米の先行研究では、一般集団での CKD または貧血がそれぞれ単独で CVD の死亡リスクを高めるこ

とが知られている。また、糖尿病患者における中国での短期間の前向きコホート研究や腎臓病患者にお

ける日本の後ろ向きコホート研究において CKD や貧血の合併例で CVD の死亡リスクが上昇するとの

報告をはじめ、患者集団においての報告は散見される。一方で、一般集団における合併によるリスク上

昇を示した報告は、欧米においても CKD と貧血の合併で生活の質のスコアを下げるとの報告はあるが

多くはない。加えて、アジア太平洋地域からの報告はさらに少ない。本研究は日本における 25 年とい

う長期間にわたる一般集団のコホート研究であり、健診で見られるような軽症の貧血であっても CKD

合併例で CVD の死亡リスクを高めることが示唆され、公衆衛生的視点からも予防治療の有用性が考え

られた。 

貧血は全身の酸素需要に対応するため、頻脈、一回拍出量増加、心肥大などの形態異常を引き起こしCVD

の危険因子となりうる。一般に、貧血の原因は、鉄欠乏、骨髄機能不全など多く知られている。そして、

腎臓は、エリスロポエチン（EPO）産生を介して造血に深く関与している。腎臓は血液中のEPO の 90％

以上を生産しており、貧血に対する EPO の生産は極めて急速である。そのため、CKD の進行に伴い腎

性貧血は重症化し、CVD のリスクを高める。eGFR<30 の患者では産生が著しく低下するが、軽度のCKD

の患者でも EPO は低下することがある。一般集団を対象とした EPO の測定は容易ではないが、軽度の

貧血を伴うCKD であればスクリーニングが可能であろう。加えて、本研究を通して一般地域住民では、

CKD と貧血の両方を併せ持つ場合、死亡リスクが高くなることがわかった。したがって、ヘモグロビン

検査と腎機能検査のセットを健康診断で実施することは、CVD の高リスク者を発見するための有用な

スクリーニングとなる可能性があるというのが一般的な意味合いとなると考える。 

 

【結論】 

一般集団における軽度の貧血であっても、CKD と併発することでCVD 死亡のリスクを増加させること

が示された。 
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